
財務状況把握の結果概要 沖縄総合事務局理財課

(対象年度 :平成30年度 )

◆対象団体
!郎 l営鮮 民を :団体騒 t

沖縄県 北中城村

◆基本情報

l単位:人 )

◆ヒアリング等の結果概要
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◆財務指標の経年推移
<財務指標>

債務償遠可能年数5カ年推移  l単位:年 )

― 北中城村  一 全国平均  ― 類似団体平均
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― 北中城村  ‐い 全国平均  引い類似団体平均
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H26年度 H27年度 H28年度 ‖29年度 H30年度

債務償還可能年数 180年 92年 325年 125年 16.7年

実質債務月収倍率 7.9月 8.4月 8.2月 8.5月 8.7月

積立金等月収倍率 2.9月 3.2月 2.6月 25月 2.5月

行政経常収支率 3.6監 75'l 2,ll` 5611 4.3路

く参考指標>
基礎的財政収支 (プライマリー・パランス)5カ年推移

(単位:億円)

― 北中城対  ― 全国平均  ― 類似薗休平均

H26年度  H27年度  ‖28年度  H29年度  H30年度

※ 基礎的財政収支垂1歳入―(地方償+繰越金+基金取崩)I

-1歳出―(公債費十基金積立)I

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
(基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。)

(H30年度)

40

0

、分子

2右上部表中の平均値については、各団体の‖29年度計数を単純平均したものである。

3上記グラフ中のfl頬似団体平均Jの 類型区分については、‖29年度の類型区分による。

儀金1し準ll断焼革 Hし中載村 阜メ堺儀全化甚摯 財政再生機率

実質赤字比率 150011 2000X

建結実質赤字比率 2000“ 3000X

実質公債費比率 58“ 260% 350%

冊来負担たと率 645“ 3500%

4平均値の算出において、債務償還可能年数と実質債務民収倍準における分子(実 質債務)がマイナスの場合には「0(年・月)Jとして単純平均している。



北中城村
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◆ヒアリングを踏まえた総合評価
※年度表示について、元号の「平成」は省略している。

1.債務償逮能力について

2,資金繰り】犬況について

●貝オ務指標の経年推移

て し

財予毒上の Ft尋題には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、策色で表,〕 。ヽ

財務上の問題点 定義

債務高水準
①実質1費 務月収倍率24ヶ月以上

②実質l費矛ヵ女月収倍率18ヶ月以上かつ
l資務僧浜可能年数15年以上

積立低水準

①積立金等月収倍率刊ヶ月未満

②積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ
行 τ主経 常 ll▼ ▼ 遂 1(】%夫 濡

収支l氏 水準

①行政経常収支率O%以下

②行政経常1叉支率40。/O未満かつ
信 落 t蔵

3潜]含ヒ征 約 15乞 しヽゴト

北中城村

参考2 財務指標の算式

'1資務償還可能年数=実質慣務/行政経常ll叉支
。実質懐務月収1き率=実質1費務/(行政イ

'■

を常収入/12)
。積立金等月収1き率=手資立金等/(行政経常収入/12)
・行政経常収支率=行政経常収支/行政経常収入

※実質l黄務=地ん債現在高+有利子負1貢相当憲買一積立金箸

有利子負1貢相当額=l貰務負担行為支出ラ定額十′′ゝ`営企業会計等資金不足額等
蒸貴立金等=現金預金十その他特定目白も基金

現金預金=歳計現金キ財政調整基金+減 1費基命

1

債務償逮能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経
常収支率を利用して、ストウク面(債務の水準)とフロー面(償還原資の獲得状況)の両面から行つている。

【診断結果】
債務償還能力については、償還原資の獲得状況に問題があることから、留意すべき状況にあると考えられる。
/①

ストック面(債務の水準)

債務の水準を示す実質債務月収倍率は、直近10年間ではほぼ横l」iいとなつており、30年度(診断対象年
度)では8,7ヶ 月(補正後)と 当方の診断基準(18ヶ 月)を下回つていることから、債務高水準の状況にはない。
なお、29年度の実質債務月収倍率85ヶ月(補正後)は、類似団体平均8.7ヶ月と比較すると優位である。

②フロー面(償還原資の獲得状況(=経常的な資金繰りの余裕度))

償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、23年度以降低下傾向にあり、30年度(診断対象年度)で

は4.3%と 当方の診断基準 (100/o)を 下回つている。他方、債務償還可能年数は、30年度(診断対象年度)で

は16,7年 (補正後)と 当方の診断基準(15年 )を上回つていることから、両指標を合わせて見れば、収支低水
準の状況にある。
なお、29年度の行政経常収支率6.60/oは、類似団体平均100%と 比較すると劣位であるむ
また、29年度の債務償還可能年数12.5年 (補正後)は、類似団体平均8,1年 と比較すると劣位である。

資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面(資金繰り余力としての
積立金等の水準)及びフロー面(経常的な資金繰りの余裕度)の両面から行つている。

【診断結果】
資金繰り状況については、積立金等の水準及び経常的な資金繰りの余裕度に問題があることから、留意すべき状況に

あると考えられる。

①ストック面(資金繰り余力としての積立金等の水準)

資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、28年度以降低下しており、30年度(診断対象年度)では
2.5ヶ 月(補正後)と 当方の診断基準(3ヶ月)を下回つている。他方、行政経常収支率は、30年度(診断対象年
度)では4.3%と当方の診断基準(10%)を 下回つていることから、両指標を合わせて見れば、積立低水準の状
況にある。
なお、29年度の積立金等月収倍率2.5ヶ月(補正後)は、類似団体平均63ヶ月と比較すると劣位である。

②フロー面(経常的な資金繰りの余裕度)

「1債務償還能力について ②フロー面どに記載のとおり、収支低水準の状況にある。

日21年度 日22年度 日23年度 日24年度 H25年度 H26年度 H27年度 用28年度 H29年度 日30年度
頬μメ団体早匂道

(H29毎曖 )

l資務I賞還可能年数 118年 42年 01年 1516年 117年 1‐80年 9.2年 325年 125年 167年 81年

実質償務ナ3収倍率 86月 83月 85月 79月 71ナ3 7.9月 84月 82チ3 8る月 87月 87月

積立金等チ3収倍率 216月 2.4月 2,9月十 29月
―

27月 | 2i9月 | 32月 26月 25月
―

25月 63月

4.3%行政経常収支率 6(封 % 164% 7.8% 42% 50% 316% 7.5% 21% 50% 刊00%



3.財務の健全性等に関する事項
北中城村

【積立系統】

積立金等月収倍率は28年度以降低下傾向にあり、その要因は下記のとおりである。
「積立金等月収倍率  27年度 :3.2ヶ 月→30年度 :25ヶ月
・積立金等残高   27年度:1,644百 万円→30年度 :1,288百万円 ▲357百 万円、-21,7%

・図書システム整備事業46百万円、ライカムロウワー地区土地取得事業66百万円、北中城中学校調理場厨房機器購

入46百万円等のための「その他特定目的基金」の取崩しや、歳入歳出全体での財源不足を補うための財政調整基金の

取崩しで積立金等の残高が減少した。

【収支系統】

行政経常収支率は22年度(16.40/o)をピークに低下傾向にあり、直近5年間は2.10/o～ 7.5%で推移している。
・行政経常収支率  22年度 :16.4%→ 30年度 :4.3%

・行政経常収支率が低下しているのは、行政経常支出の増加率が行政経常収入の増加率を上回つていることによる
が、行政経常支出の中で最も増加額が大きいのは扶助費となっている。扶助費が増加した主な要因は、待機児童解消
のため実施した認可保育所に対する運営負担金等が増加したことである。また、児童福祉費は今後も増加を見込んでい

る。

単位 :百万円

22年度 30年度 増減額 増減率

行政経常収 入 5,352 6,153 801 150%

行政経常支出 4473 5,886 1,413 316%

692 1,5呵 5 823 4190%

刊72 440 268 1550%

395 892 497 呵258%

62 221 159 257p%

行政経常収支 879 267 ▲ 612 ▲69.6%

行政経常収支率 164% 4,3% ▲12,1%

【今後の見通し】

■収支計画の名称等
計画名:北中城村中期財政計画
策定時期 :31年 4月

計画期間 :31年度～33年度

巨収支計画の進捗状況
当該財政計画は31年 4月 に策定されたものであり、進捗状況を判断できるだけの期間が経過していない。

■ヒアリングを踏まえた財務の改善状況
当該財政計画と過去の実績を踏まえた今後の財務状況をヒアリングしたところ、計画終了年度(R3年度)の見通しは以

下のとおりとしている。        ・

○ストック面
実質債務は、以下のことから増加する見通じである。

(ただし、当該財政計画では将来の実質債務の金額が確認できないことから、実質債務月収倍率及び債務償違可能年

数
勇最

出できなし
|)共施設の建替え(第一庁舎)や、防災行政無線整備事業により、当面は地方債発行額が増える見

通しであり、地方債現在高は増加する見通しである。

積立金等残高は、以下のことからほぼ横這いの見通しである。
(ただし、当該財政計画では将来の積立金等の金額が確認できないことから、積立金等月収倍率は算出できない。)

庁舎整備基金の取崩計画があるものの、財政調整基金を目標である6億円台へ戻す計画であることから、ほぼ横ばい

の見通しである。



Oフロー面
行政経常収入及び行政経常支出は、以下のことから増加する見通しである。

(ただし、収支計画では将来の行政経常収入及び行政経常支出の金額が確認できないことから、行政経常収支率は算
出できない。)

(行政経常収入)

地方税は、分譲マンション建設等により固定資産税や、市町村民税等の増加要因があるが、大型商業施設や総合病
院の保有する固定資産の減価償却による固定資産税の減少要因もあり、微増を見込んでいる。また、地方交付税は入
口増加により増加する見込みとなっており、行経常収入全体では増加する見込みとなつている。

(行政経常支出)

認可保育所への負担金増で扶助費が増加する見込みのほか、退職者数と新規採用者数との関係で人件費の増加が
見込まれる一方で、補助費等の支出は抑制的に行つていくことで、30年度比では減少を見込んでいるが、行政経常支出
全体としては増加する見込みとなっている。

(行政経常収支)

行政経常収入の増加が、行政経常支出の増加を上回ることから、行政経常収支は増加する見通しである。

【その他の留意点】

O今後の全般的な財政運営について
貴村の29年度の行政経常収入に対する自主財源の害】合は約4割で、類似団体と比較するとやや上位に位置している。

アヮセ土地区画整理区域への大型商業施設の誘致や高層分譲マンション建設等で人口が増加し、地方税をはじめとす
る行政経常収入は年々増加し、財政力指数も上昇している。一方で、扶助費の増加により行政経常支出が行政経常収
入を上回つて増加していることから、行政経常収支率は低下傾向にあり、直近5年間で当方の診断基準の収支低水準に
3回号亥当している。
また、貴村では、今後少子高齢化が進展し生産年齢人口の割合は減少することを見込み、長期的には収入の増加は

見込難いと認識している。前述したとおり、公用・公共施設の建て替え等によつて、地方債現在高も増加する見通しであ
ることから、支出面においては、一般財源負担の抑制に留意するなど、これまで以上に、償還原資となる行政経常収支
の確保を図る財政運営に取組む必要があると考えられる。

○公共施設等総合管理計画について
「北中城村公共施設等総合管理計画」(29年 3月 策定)によると、保有する公共施設等の更新投資費用について、今後
50年間で253億円、年平均で51億 円の費用がかかると試算している。また、当面はアワセ土地区画整理区域で人口増
が見込めるものの、他の地域では減少する可能性があることから、現在保有している公共施設等について、人口構成の
変化(生産年齢人口減、老年人口増)により、施設に対するニーズが変化する可能性もあるとしている。
貴村では、こうした状況も踏まえ、個別施設計画を策定し、公共施設等の確実で効率的な利活用を図るとしている。今

後は、個別施設計画の策定を着実に進めるほか、同計画に基づく対策効果を踏まえた維持管理・更新等の費用を、財
政計画に反映させるとともに、計画の適切な実施により、財政負担の平準化を図つていくことが望まれる



北中城村

●計 正

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたつては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行つている。

○財務指標への影響

理 由
No, 補正科目

1 残高 (その他特定目田

基金) 30)している。
H22:▲220,542
H25:▲220,800
日28:▲220,938

H22～

日23
H26
H29

▲220,687
▲220,847
▲220,965

▲220,748
▲220,894
▲220,980

H24
H27
日30

財務指標 年度 計数補正前 計数補正後

l琶務僧漂可能年叡 22年月

翼質信務月諄又|き率 22年狙
糟帝令等 日四倍翠 クタ年 口 》9R

ク3年口

寧暫 l蒼務 日収倍率 ク3年
繕守令等 月販倍率 23年
僧務僧灘可能年数 24年 lZ 5_6年
室雪信務用収 1き率 24年「

糟 V⇔等月収悟率 24伺軍

l奮務償還可能年数 95空EF 1

霊 僣 落 日腰倍率 25釘「 9日

糟帝令等 口収倍承 ク5年
僧落僣潤可能年薔実 ク6年
窯雪信務 口収倍率 26年 |

糟守命等月収悟率 26年「

l琶務信還司能年数 27年「
凸
美奮l費務周収倍率 27q班 .1月

糟守金等 日政倍承 夕7年口

ク8年月

空暫僧務 日収倍承 ク8年
繕 育命等 月収倍率 78年
l書務僧醤可能年数 29年 1

宴暫 l膏務鳳Ⅲ又倍率 29年 F

糟 、ア命等月収倍 率 29年二

盾務僧濃E能年数 30年五 D.υ年

喫蜜債務周収倍率 ∩∩fヨ三「

;帝令等 日腰倍薬 30年「


